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事業の譲受に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年 10 月 20 日開催の取締役会において、奥洲物産運輸株式会社が行う障害者総合支援法に基

づく就労移行支援事業を当社が譲り受けることについて、事業譲渡契約書を締結することを決議しましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．事業譲受の理由 

当社は、「一人ひとりが自分らしく働ける社会をつくる」をコーポレートミッションに掲げ、2016 年の

創業以来、東北、関東、関西エリアにおいて、CSP（フランチャイズ）事業所を含め、約 30 拠点の障害者就

労支援事業所を展開・運営してまいりました。 

今回、奥洲物産運輸株式会社の就労移行支援事業を譲り受けることにより、当社の就労支援事業における

関東エリアでのサービス提供範囲の拡大が図られるほか、本件事業に所属する就労移行支援のノウハウを有

する人材を承継できることから、本件事業の譲受が当社の事業成長に資するものと判断いたしました。 

 

 

２．事業譲受の概要 

（１）譲受事業の内容 

   奥洲物産運輸株式会社が運営する就労移行支援事業 

 

（２）譲受事業の経営成績 

   2022 年３月期 

   売上高 119,660 千円 経常利益 △8,324 千円  

 

（３）譲受事業の資産、負債の項目及び金額 

譲受事業の資産の内容は、事業所内の造作を含む有形固定資産であり、本件事業に関する負債は譲受の

対象に含まれません。 

2022 年３月期（単位：千円） 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

流動資産 ― 流動負債 ― 

固定資産 3,362 固定負債 ― 

合計 3,362 合計 ― 
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（４）譲受価額及び決済方法 

①譲受価額：60 百万円 

なお、相手先との間で事業譲渡前及び事業譲渡後の誓約事項と譲渡対価の調整に関する合意がなされて

おり、譲受事業の承継対象従業員の状況等に応じて減額調整される可能性があります。 

当該譲受価額は、譲受事業の現状の収益状況及び当社とのシナジー効果等の将来の収益に対する見積り

等を考慮し、相手先と協議して決定したものであります。 

 

②決済方法：手許現預金による現金決済を予定しております。 

譲受価額のうち５０％は事業譲受日、残額は 2023 年３月末日までの支払いを予定しております。なお、

譲受価額は上述の通り減額調整される可能性があります。 

 

 

３．相手方の概要 

（１） 名称 奥洲物産運輸株式会社 

（２） 所在地 宮城県東松島市小松字上二間堀 176 番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 菅井 武英 

（４） 事業内容 一般貨物自動車運送事業、倉庫業、就労移行支援事業 

（５） 資本金 30 百万円 

（６） 設立年月日 1972 年 11 月 13 日 

（７） 純資産 513 百万円 

（８） 総資産 749 百万円 

（９） 大株主及び持分比率 菅井三代治（35.8％）、菅井武英（23.0％） 

（10） 上場会社と当該会社の関係 資本関係 奥洲物産運輸株式会社は、当社普通株

式の 0.6％を保有しております。 

人的関係 記載すべき該当事項はありません。 

取引関係 当社は、奥洲物産運輸株式会社との間

で、以下の就労移行支援事業所にかか

る CSP（FC）加盟契約を締結しておりま

す。 

・manaby 相模原駅前事業所 

・manaby 千葉中央事業所 

・manaby 行徳駅前事業所 

2022 年３月期における当社と奥洲物産

運輸株式会社との取引高は 11,092千円

であり、当事業年度の売上高に占める

割合は 1.9％であります。 

関連当事者への該当状況 記載すべき該当事項はありません。 

 

 

４．日程 

（１）取 締 役 会 決 議 日 2022 年 10 月 20 日 

（２）契 約 締 結 日 2022 年 10 月 31 日 

（３）事 業 譲 渡 日 2023 年１月１日（予定） 

本事業譲受は事業の一部譲受です。従いまして、会社法手続上は取締役会決議による意思決定及び取引の

実行が可能であり、株主総会決議を要しません。 

 

 

５．会計処理の概要 

当該事業譲受は、企業結合会計基準上の「取得」に該当する見込みです。この処理に伴うのれん及びその

他の無形固定資産等の計上額は現在精査中であり、判明次第速やかに開示いたします。 
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６．今後の見通し 

本件による当社の当期（2023 年３月期）業績に与える影響は軽微であると考えておりますが、今後、業

績に重大な影響を与えることが判明した場合には、速やかに開示いたします。 

 

 

以 上 

 


